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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
　はじめに、「政策評価制度のポイント」についてご説明します。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
　政策評価制度はどのような経緯で導入されたのでしょうか。
　
　1996年11月から、21世紀における国家機能の在り方等について行政改革会議において審議がなされ、
翌年12月の行政改革会議最終報告では、「従来、わが国の行政においては、法律の制定や予算の獲得に重点が置かれ、
その効果や社会経済情勢の変化に基づき政策を積極的に見直すといった評価機能は軽視されがちであった」と指摘されています。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
　そこで、行政改革会議は、政策評価制度の導入を提言しました。

　行政改革会議は、最終報告で、評価を企画立案作業に反映させる仕組みを充実強化することが必要であり、
各省に評価部門を確立し、評価の迅速化や情報公開を積極的に進める必要があると述べています。

　この提言を受け、２００１年1月、中央省庁再編と同時に政策評価制度がスタートしました。
さらに、２００２年４月には「行政機関が行う政策の評価に関する法律」、通称、「政策評価法」が施行され、今日に至っています。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
　政策評価制度の目的は、大きく２つあります。

　一つは、政策の効果を把握・分析して評価し、その結果を政策に反映させることで、効果的かつ効率的な行政を推進することです。

　もう一つは、政府の諸活動についての国民への説明責任を徹底することです。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
　政策評価は、各府省が自ら政策効果を把握し、それをもとに評価を行い、その結果を次の企画立案や業務の実施に役立てるものです。

　政策評価では、政策効果の把握・分析が特に重要です。

　政策効果とは、その政策が国民生活や社会経済に及ぼす影響のことをいいます。
国民生活や社会経済がどう変わるのか、国民のためにきちんと役立っているのかといった視点から、政策効果を把握・分析します。

　政策効果を把握するに当たって、事前評価の場合は、政策効果を将来予測することになり、
事後評価の場合は、実際の政策効果を測定することになります。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
　評価に当たっては、政策効果の把握の結果を基礎として、政策の特性に応じて、様々な切り口から分析を行いますが、
主に必要性、効率性、有効性の観点から評価をします。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
　政策評価は、単独で実施されるものではなく、Plan、Do、Check、Actionという政策のマネジメント・サイクルの中に、
制度化された機能として組み込まれています。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
　政策評価制度における各府省と総務省の役割は、
まず政策を所管する各府省が、学識経験者の意見も踏まえながら、
それぞれの政策のマネジメント・サイクルの中で政策評価を行います。

　一方、総務省（行政評価局）は、政策評価審議会の意見を踏まえ、制度の推進、
複数府省にまたがる政策の評価、各府省の政策評価の客観性を担保するための評価を行います。

　また、政策評価の実施状況などを毎年度国会に報告しています。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
　ここからは政策評価制度の見直しについてご説明します。　

　まず、2002年の政策評価法の施行以降の制度の変遷について、

　政策評価法は、これまでに、予算との連携の強化や、事前評価の義務付け対象分野の追加、
目標管理型評価の導入などの制度の見直しを行ってきました。

　導入の経緯でみたとおり、政策評価制度は、企画立案と実施に偏重していた我が国の行政において、
評価という営みを制度化し、政策の見直し・改善のサイクルの確立を目指して導入されたことから、
まずは新たな取組を定着させることを重視し、評価作業を体系的かつ網羅的に実施することを求めてきたと言えます。

　一方で、政策評価審議会は、2022年に「デジタル時代に相応しい政策形成・評価の在り方に関する提言」及び、
同提言を実現するために今後取り組むべき具体的方策をとりまとめ、総務大臣に答申し、
提言等において各府省が「自らの活動について評価を行い、国民に対しその状況を明らかにする」という取組は、
各府省の現場で定着しており、国民に対する行政の説明責任（アカウンタビリティ）の確保に貢献してきた一方、
評価のための評価となり、政策立案プロセスから評価が遊離し、
次なる具体的な改善策に直接はつながりにくい場合があるのではないかと指摘しました。

　これを受け、総務省は、政策評価の取組が企画立案の一部として行われ、
政策の特性に応じた効果の検証等が適切に行われるよう、2023年3月に政策評価制度運用を見直しました。


BURFHlCBEY 2BAGEH (BRRE) O—EPEEICDNT

[BAXK)EZX7]

EHRNEIERE (TSI DEH(C(E. HBRNIOFERRBRBRAN AN TH D, TDEHICHERFHIDOHKEZREL T <.

BUERFHI D RE & SR ARG UTE I B RIR E A REEEZBENI(CTS C &0, [TEROMEBMEIC L SDONRL

BFLWTEIE LTELLFHHliThS & =zHET.

BRAE . REAEAST B Z TR ERFADRIRE & &1, BEROFFE (SIS U s il & T

[(ERAR]
1 BERFNRDIBHE - DriEEDR(E
BREOB RN S DFHliE —BER L. RRDR

=3 lii=]

DR - DITEEZ L. TDcH. E—H -
MmN REEEAZERL. BEROFECISCTE
SHINEIRE IR D K SFHIARAFZREL

2 RRRREBETCDER
BERFHMAYITIEEL B 1 —F 0l & IERZ

EWNITDZLET, FHMBIEFOENFTERZXD.
BRREBRE(CHS T SiERZHE

3 FIEErOESE

Al FEDONEPAMBE ZEIFEIE - HBH L.
T—AHER - \AMBERZEEZSD. BERFHID
i b2 () 13 G DA £ A

+ BRECOMTRFHIFEDOEAPLTRREBIZ
TOERFOMITHERZRIE - D, BHRZ
[#iHA RSA>] [CRRU. E(CEAFEDOEGED
BZzEH TOWBURAfHIEDPDCAY AL I
(R YA

- BURDIFE(C T U Tz FEE A
— BE(CHIE UTE R CBERINERD
IEENTE. BEROWEICER
AN LR S ISy AR
- RRIREBIETDER
— BERFHETINSER L Ea1—%F
DM EMEEN S DB
e BRURTEIBIE CEH

HER D DR BERERDRA

)

A1 RSA RE
(R0 5 FEADH E)

FiFE (BURBIE - IERERED
ERANE) PREEBREBECSHSITD
BANESFZRRALT, BEFED
BRIz & L (REL SRR

E)

"

fefsE (TGS )

- ISR 5T oD BRHE D i e AY

IreEZ e

- R RBRDIEE - D

FEENFR

BUREHli SRS

BRNEDE =N S DT
FIEPENFEDBERRE
BAZ (CH T D BEREHED
EREOED S B -
DT

11


プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
　具体的には、政策評価に関する基本方針（閣議決定）を一部変更しました。
　
　社会経済の急速な変化に伴って、我が国の行政が対応すべき課題は、絶えず、時に予想外の方向に変化するとともに、
一層複雑・困難なものとなっています。

　こうした課題に対応していくためには、政策の現状を適切に把握し、
それまでの進捗を評価した上で必要な軌道修正を行う機動的かつ柔軟な政策展開を図っていくことが有効であると考えられます。

　こうした政策展開には、政策の進捗状況の的確な把握とその結果を改善方策の検討・実施に反映していくことが必要になりますが、
これらは政策評価が本来果たすべき機能です。

　このため、有効性の観点からの評価を一層重視し、政策効果の把握・分析機能を強化して、
政策評価を活用して新たな挑戦や前向きな軌道修正を積極的に行うことが、
行政の無謬性にとらわれない望ましい行動として高く評価されることを目指すべきである、
これが、今回の制度見直しの基本的な考え方です。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
　もう少し詳細に解説します。

　まず、見直しの趣旨についてです。本来、政策評価は政策立案過程で自然に行われるもの、「政策立案そのもの」です。
評価書は、それを省内の検討、政府部内の検討、そして国民への説明のために「表記」したものであって、
関係者間のコミュニケーションのためのツールと捉えています。

　したがって、高度な分析でなくとも構わないので、政策の目的と手段との関係、そして進捗状況を論理的に表記し、
関係者に各府省が行おうとしていることを正しく理解してもらうことを目指そうと考えています。

　一方、政策の在り方は多様であり、全ての政策を同じやり方で評価をするというのは無理があるため、
従来の画一的・統一的な制度運用を改め、各府省の設計の自由度を高めることとしました。

　意思決定で使える評価にするために、作り方を変えようというのが今回の見直しの哲学です。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
　「使える評価」とは、意思決定者にとって有益な情報を生み出せているかどうかということです。

　今回の見直しにおいて、政策評価が意思決定の議論に役立つ情報を生み出せるかという実質に軸足を置いた制度運用に切り替えました。

　政策の効果を測定し、成功要因やボトルネック等について分析し、立案や改善に有益と考えられる情報を整理した上で、
産出された情報を意思決定で使い、現実の意思決定のニーズに照らして評価方法等の見直し・改善を行って、
さらに政策効果の把握・分析機能の強化の改善にも繋げていきます。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
　政策効果の把握・分析をどのようにやっていくかのイメージは、ア～エのとおりです。

　政策の目的と手段をつなぐ論理構造・ロジックを整理した後、効果を測定し、そのデータを分析していくというフェーズに進んでいきます。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
　評価のやり方やポイント、視点は政策の目的などによって変わってくるため、
政策の特性に応じた評価のやり方を見出すことは簡単ではありません。

　このため、次の基本計画期間を試行的取組の期間と位置づけて、新たな政策評価の手法の導入の試行など、
各府省における創意工夫が行われる余地を拡大しました。
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プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
　制度官庁である総務省も形式ではなく実質を重視し、
各府省の意思決定に有益な情報を生み出すための前向きな挑戦を後押ししていくこととしています。
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